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１． 研究課題  

 建築物の建設や都市開発において、ネット・ゼロエネルギービルやネット・ゼロエミッション開

発が増加してきた。低層新築建築物では、ビル単体でネット・ゼロエミッションを実現することは

もはや不可能ではない。しかしこれらの多くは政府の補助金を活用し、かつ企業の広告宣伝を兼ね

ており、建築主や開発主が経済性やその他の動機から自主的に建設や開発に取り組んでいるわけで

はない。そこで本研究では、建築や都市開発に関連する省エネルギー、低炭素技術の普及促進手法、

サステナブル社会への移行を促進する社会技術開発、移行度合いを測るトランジション・マネジメ

ント技術の開発と実証を行う。 

 

２． 主な研究成果 

2.1 エコスクールマネジメント研究 

 1997 年度（平成 9年）から文部科学省、農林水産省、環境省が連携協力して、地域の環境・エネ

ルギー教育の発信拠点となる学校施設の整備推進を目的とした「エコスクールパイロット・モデル

事業」1)（2017 年度以降は事業名称がエコスクール・プラス事業 2）と改称）が開始された。この事

業のモデル認定校は 2018 年に 1759 校に達している 3)。本研究の対象とする東京都杉並区でも、2006

年以降に竣工された小学校 6 校、中学校 2 校、小中一貫教育校 2 校が認定されている（建設中の 2

校も含む）。2001 年度より施設・教育・運営面において環境に配慮した学校づくりを目指す「杉並

区版エコスクール推進事業」4)が開始されており、同区内小学校には様々な環境設備注が取り入れ

られてきた。 

 2008 年度にエコスクールパイロット・モデル事業により建替を行った荻窪小学校も築後 10 年が

経過し、設備的な劣化も目立つようになってきた。また、校舎の運用や管理を行うものが、定期的

な異動を伴う教員であるという特性から、環境学習への運用も継続が難しく、それらに一定の配慮

が必要であることも明らかになってきた。 

 本研究は杉並区立小学校全校を対象に、過去 18 年間における小学校のエネルギー消費量と管理

運用の特性を把握し、今後必要な対応、マネジメントを明らかにすることを目的としたものである。 

 Table 1 に環境設備の活用状況を示す。設置されている設備を〇、よく活用できている設備を白

地、未使用・故障または問題のある設備を灰地で表している。庇・バルコニーについては管理が必

要でないこと、雨水利用貯留槽に関しては水道料金削減に繋がり効果が分かりやすいこと、ビオト

ープについては環境学習に利用しやすいことが評価されている。一方、校庭緑化は養生期間が長く

児童生徒が一部しか利用できない期間が生じること、壁面緑化は散水機器の故障が多く・枯れてい

る場合が多いこと。屋上緑化に関しては児童生徒が屋上に出られずもったいないという問題点が指

摘された。また、高性能な機器が導入されてはいるものの、維持・修理の予算化がされておらず、



 

故障したまま放置されている設備や引継ぎがされずうまく利用されていない機器もあり、マネジメ

ント体制に工夫が必要であることが分かった。 

 ヒアリングで挙げられたマネジメントへの課題について、企画設計段階で配慮すべき課題と運用

段階で考慮すべき課題に整理し、課題ごとの解決策と手法を検討し、今後の設計・管理運用に関す

るマニュアルを作成した。例を挙げると、環境設備の修繕が予算上保留になっているという課題に

対し、「設計時点で学校設置者は維持管理の予算を考慮した設計を設計会社に依頼する。 設

計会社は日常の維持管理と故障時の器具取替等の修繕費用の予算も考慮し、設備を選択する。」、環

境設備の存在の認識・引継ぎ不足という課題に

対し、「設計会社は学校設置者と話し合い設備の

管理者を定める。 設計会社は設備の管

理者（管理会社・教職員・地域ボランティア・

建築専門家）に応じた管理マニュアルを作成す

る」「設備の設置に際し、設計会社が教職員・地

域の外部協力者に対し、学校施設の使い方講習

会を開催する。学校設置者は、 毎年学校施

設の使い方講習会を開催できるよう、地域社会

の専門家と連携する必要がある。」等の提案を行

った。 

 

2.2 人工林齢級構成平準化策のマルチエージェント評価 

 戦後大量に植林された我が国の人工林は、現在多くが伐採期を迎えている。しかし一気に植林を

行ったため、齢級構成には偏りがあり、現在伐採期にある人工林を全て伐採してしまうと、木材の

持続的供給は困難な状況にある。 

 本研究では、この偏りある齢級構成を平準化する方策の実現性をマルチエージェントシミュレー

ションによって評価した。三重県の尾鷲熊野森林計画区を対象に、まず対象地域における人口予測

MAS モデルの構築・活用により、2015 年から 2315 年の間に人口が安定するシナリオを複数選出す

る。次に、森林分布予測 MAS モデルを構築し、人口の推移を反映して林業生産力・素材需要量・電

力需要量に反映させた。これにより林業者が「主伐」「間伐」の作業に労働力を割り振る行動を再

現し、各人口シナリオで 2315 年までに齢級構成平準化を達成可能か検証した。続いて、齢級構成

平準化実現のための対策シナリオを複数考案し、対策シナリオを再現するルールを追加する。各対

策シナリオにおいて齢級構成平準化が達成可能か評価を行い、最適シナリオを決定した。 

 以下にえられた結果の概要を示す 

1） BAUシナリオでは、どの対策を実施しても放置林が発生し、現状は持続可能ではない。 

2） 人口 1 万人安定シナリオでは、供給側が林業生産力向上・天然林化を実施し、需要側が木材入

荷量拡大のみを実施すれば、2315年以降に齢級構成平準化を達成可能。 

3） 3 万人～7 万人未満での安定シナリオでは、供給側は林業生産力向上を、需要側は木材入荷量

拡大を実施すれば齢級構成平準化を十分に達成可能 

4） 7万人シナリオでは、需要側はバイオマス発電導入のみを実施すればよい。 

 以上の結果は、地域の生産労働人口が対象地域の林業の持続可能性に大きく影響し、それによっ

て対策を変化させることが持続可能な林業の達成には必要であることを示している。 

 

Table 1 Utilizing of environmental facilities 

 
Eco-schools Existing schools 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

Schoolyard greening 〇 〇 〇  〇  〇    

Rooftop greening 〇 〇 〇 〇 〇 〇     

Wall greening 〇 〇 〇 〇 〇   〇 〇  

Eaves/Balcony 〇 〇 〇 〇 〇 〇     

Night purge 〇 〇 〇 〇 〇 〇     

Natural ventilation window 〇 〇 〇  〇 〇     

Wooden interior 〇  〇 〇 〇 〇     

Rainwater storage tank 〇 〇 〇 〇 〇 〇     

Solar power 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇  

Biotope  〇 〇    〇   〇 

External insulation   〇 〇 〇 〇     

Heat/cool trench systems   〇 〇 〇 〇     
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５． 研究活動の課題と展望 

 本年度の成果は、現状におけるマネジメントの課題抽出と将来予測の両輪において一定の成果が

あったことであるが、それを結びつけるトランジション・マネジメント技術については今後の課題

として残されたままである。実際のプロジェクトにおける提案、実事業の実施を通じトランジショ

ン・マネジメント技術の体系化を進めたい。 


